
はじめに

占領とともに始まった日本の戦後は、政治から経済、教育、文化に至るまで、アメリカの

影響を抜きにしては語れないことが多いが、文化交流も例外ではない。日本の文化交流は、

日米関係の脈絡のなかで日米交流を主軸に進展してきた。しかし、近年、日米文化交流の現

状を危惧する声が高まっている。アメリカでは中国の経済力の台頭とともに日本への関心が

低下し、日本でもまた、関心の多様化と内向き志向からアメリカに対する関心が薄れている

ように思われるからである。

文化交流は、教育交流、人物交流、知的交流、芸術・大衆文化交流など多岐にわたり、担

い手も政府や地方自治体、民間団体、教育機関、あるいは目的を共有するボランティア・グ

ループまで多様だ。本稿で取り上げるのはその一端でしかないことをお断わりしたい。本稿

では戦後の日米文化交流の軌跡を概観するとともに、とくに将来を担う人材を育てる日米の

教育交流、アメリカにおける日本語教育、日本各地に広がる草の根交流の切り口から、日米

文化交流の現状について考えたい。日米文化交流は、もはや二国間の交流ではなく、多国間

が競合するグローバルな世界に泳ぎ出している。

1 戦後の日米文化交流の軌跡

戦後最初の日米文化交流は、占領軍として日本の土を踏んだアメリカ人と廃墟から立ち上

がる日本人との出会いから始まったと言えるかもしれない（1）。占領軍による組織的な文化交

流の場は全国各地に点在する23の広報センター（当時はCIE図書館と呼ばれた）で、図書館に

並ぶアメリカの書籍や雑誌、映画上映や英語講習などの活動がアメリカ文化を日本人に届け

た。1949年に始まった米国政府のガリオア基金（占領地統治救済基金）によってアメリカに留

学した人は1952年までに1000人を超え、帰国後は日本社会のエリートとして活躍した。米国

政府が日本の各界の専門家や指導者を短期間アメリカに招待するプログラムも始まった（2）。

冷戦さなかの1952年に対日講和条約が発効し、日本は主権を回復した。アメリカは、日本

を自由主義陣営に引き入れるために日米安全保障条約を締結すると同時に、出版、映画、放

送、展示、芸術家の公演から人物交流、アメリカ文化センターの活動まで多岐にわたる大規

模な対日文化外交を展開した（3）。戦前からあった日米協会やニューヨークのジャパン・ソサ

エティー、日米学生会議も活動を再開した。1952年には、ロックフェラー財団の支援と日本
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国内の募金をもとに設立された国際文化会館が、日米知的交流計画を開始した。

講和後はフルブライト交流計画によって、日米の大学院生と研究者の教育交流が始まった。

国務省は、日本の指導者や専門家をアメリカに、アメリカの専門家を日本に派遣するプログ

ラムを実施した。草の根交流の姉妹都市は、1955年の長崎とミネソタ州セントポールの協定

を皮切りに広がった。新日米安全保障条約をめぐる抗議運動が全国で吹き荒れた1960年の翌

年には、ケネディ大統領と池田勇人首相の日米首脳会談で、日米交流の推進・強化について

話し合う常設機関として日米文化教育交流会議（略称カルコン）の設立が決まった（4）。

戦後は経済発展を優先してきた日本政府が文化交流を重視するようになった直接のきっか

けは、1971年にニクソン大統領が訪中および新経済政策を突如発表し、日米間のコミュニケ

ーション・ギャップが浮き彫りになったことだった。経済的利益のみを追求する「エコノミ

ック・アニマル」という日本のイメージを払拭する必要もあった。1972年1月、政府資金に

依拠しながらも、政府からは独立した文化交流事業を行なう国際交流基金が発足した（5）。民

間では、その2年前に設立された日本国際交流センター（略称JCIE）が、二国間ならびに地域

間の政策研究や会議、議会関係者や地域リーダーの相互訪問などを手がけた。

一方、アメリカでは、1975年、ガリオア援助の返済金と沖縄返還の際に日本が拠出した資

金の残余をもとに日米友好基金が米国議会の関連組織として創設され、日米の相互理解を促

進するために、アメリカの日本研究、日本のアメリカ研究、芸術・文化交流などへの助成を

行なった。1980年に日本船舶振興会が米国法人として設立した米日財団も、日米の相互理解

と協力を促進するための研究や政策提言などへの助成を開始した。

1980年代半ばから90年代にかけては、日本の対米輸出の大幅な超過や関税障壁、日本企業

の加熱する対米投資によって、日米関係は悪化した。アメリカでは日本異質論が台頭し、「ジ

ャパン・バッシング」（日本たたき）もみられるなか、「JETプログラム」（語学指導等を行なう

外国青年招致事業）が1986年に始まった。海外から招聘される大学卒業者が、日本各地で外

国語（当初は英語のみ）の指導や自治体の国際交流事業に携わる企画には、知日家をつくる意

図も込められていた。1991年には、国際交流基金も日米センターを創設した。知的交流と地

域・草の根交流を助成の対象とする日米センターは、日米各界各層における対話と交流を通

して揺るぎない日米関係の構築をめざした。

外務省、文部省、文化庁、地方自治体、日本学術振興会、学会、教育機関、あるいは企業

なども、多種多様な知的・文化的交流や人物交流を企画し、支援した。しかし、1990年代半

ばまでに日本のバブル景気は崩壊し、21世紀の日本の文化交流は、低迷する日本経済、そし

て世界第2位の経済大国となった中国の大規模な文化交流活動と向き合うことになった。

2 日米の教育交流

アメリカの高等教育機関で学ぶ外国人留学生は、アメリカの国際教育研究所（略称IIE）の

統計によれば、1953年度の3万3833人から2013年度には88万6052人に増加し、世界全体の

留学生450万人のうちの5分の1を占めている。アメリカの外国人留学生の出身国は200を超

えるが、そのなかでも著しく増加しているのがアジアからの留学生で、1953年度にはアメリ
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カの全留学生の26%だったが、2013年度には64%にもなる（6）。

アジアのなかでも、第1図が示すように、留学生の推移は国によって異なる。日本人のア

メリカ留学は1980年代半ばから急増し、1994年度から4年間は日本が最多の留学生をアメリ

カに送り込んだ。しかし、最盛時には4万6958人いた日本人留学生も、2013年度には1万

9334人に落ち込み、順位も7位になった。他方、中国からの留学生が急増した。2013年度の

中国からの留学生数は27万4439人で、アメリカの高等教育機関で学ぶ留学生の31%を占めて

いる。

留学生出身地の上位10ヵ国を示す第1表からは、日本人留学生の特徴がみえてくる。まず、

大学院生の比率が低い。日本より低いのはヴェトナムだけである。また、理系の専攻者の割
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第 1 表　アメリカの高等教育機関に在籍する留学生出身地  上位10ヵ国（2013年度）

（出所） Open Doors 2014から筆者作成。
（備考） 理系の専攻分野には機械工学、医療、数学・コンピューター、科学などが含まれる。
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　Open Doors（1971年―2014年）から筆者作成。（出所）

第 1 図　アメリカの高等教育機関におけるアジア人留学生の推移
（人）



合も低く、10ヵ国のなかで最下位を占めている。他方、英語集中講座を受講する日本人の数

は、サウジアラビアと中国に次いで多い。これを各国ごとの留学生に占める比率でみると、

日本（15%）は中国（3%）よりはるかに多く、サウジアラビア（24%）に次いで2位になる。

アメリカの日本人留学生は、専門性の高い知識や技術の習得よりも、交流やアメリカの文化、

英語力の取得に関心があるように思われる。

日本人留学生はアメリカだけでなく、全体に減少している。文部科学省の統計によれば、

2004年の8万2945人をピークに、それ以後は下降を続けたが、2012年にはやや持ち直して6

万138人になった。日本人の留学先は、文部科学省の統計では、2012年には中国が1位、前

年度は1位だったアメリカが2位になっている。他方、日本学生支援機構の統計では、2012年

にはアメリカは1位、カナダが2位、中国は3位である。2013年には、アメリカが引き続き1

位だが、中国は、カナダ、イギリス、オーストラリア、韓国についで6位になっている。い

ずれにしても、日本人の留学先は全体として英語圏が多い（7）。

日本で学ぶ外国人留学生は、1983年には1万人だったが、2014年には18万人を超えるまで

になった。しかし留学生の出身地は、圧倒的にアジアが多い。留学生の出身国の上位10ヵ国

は、日本学生支援機構の統計によれば、9位のアメリカ以外はみなアジアで、とくに中国か

らの留学生が全体の半数以上を占めている。

海外で学ぶアメリカ人の数も、2012年度には過去最高の28万9408人に達した。しかし、ア

メリカ人学生の留学先は、第2図と第3図が示すように、アメリカで学ぶ留学生の出身地とは

異なり、ヨーロッパが53%を占めている。国別では、イギリス（13%）が最も多く、イタリ

ア、スペイン、フランスが続き、中国は前年よりも3%少なく1万4413人で5位（5%）、日本

は前年よりも9%増加し、5758人で10位（2%）となっている。アジアの学生はアメリカをみ、

アメリカの学生はヨーロッパをみていることになる。

近年は、各国政府による留学推進政策に拍車がかかっている。留学によって得られる先端

の知識や技術、あるいは国際性が国の発展や国際競争力の向上につながり、他方、優秀な留
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　Open Doors 2014から筆者作成。（出所）

第 2 図　アメリカの外国人留学生出身地

2013年度：886,052人 2012年度：289,408人

第 3 図　アメリカの大学生の留学先
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学生の獲得は、将来、その国との政治的・経済的連携の強化に役立つと思われるからである。

10万人のアメリカ人学生を2020年までに中国に送り込む “100,000 Strong China” 計画は、2009

年にオバマ大統領が発表し、翌年中国を訪れた国務長官ヒラリー・クリントンと中国国務委

員の劉延東が正式に発足を宣言した政府主導のプログラムだった。2013年からはこのために

創設された民間の財団（100,000 Strong Foundation）が、米中両国の政府ならびに財団や企業、

教育機関と連携しながらプログラムを実施しているが、2014年7月に目標を達成したあとも、

中国との教育交流およびアメリカにおける中国語教育を促進する活動を精力的に続けている。

また2011年、オバマ大統領は、2020年までにアメリカと中南米諸国が相互に10万人の留学生

を派遣する “100,000 Strong in the Americas” 計画も発表した。2014年の安倍晋三首相との首脳会

談でも、2020年までに日米双方が相手国に派遣する留学生数を倍増する目標を確認した。中

国政府は、留学生の派遣だけでなく、留学生の誘致にも多額の資金を投入し、2014年にはア

メリカ、イギリスに次いで多くの留学生（世界の8%）を中国に誘致している。ブラジル政府

は、海外の一流大学で学ぶ10万人の学生に奨学金を給付する計画を立ち上げ、中東諸国も留

学生の派遣に力を入れている（8）。

日本政府も、受け入れ留学生と、留学や研修のために海外に赴く日本人の数を2020年まで

にそれぞれ30万人にする目標を掲げている。その一環として実施された「国際化拠点整備事

業（大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業、略称「グローバル30」）」では、日本の大

学の国際化を推進する拠点に選ばれた13大学に5年にわたって財政支援の重点配分を行なっ

た。2013年秋には、官民協働のもとに、2020年までに大学生と高校生の海外留学を倍増させ

る留学促進キャンペーン「トビタテ！留学JAPAN」が始まった（9）。

日本の学生が留学を躊躇する三大要因は、留学費用の高さ、語学力不足、そして就職の心

配だと言われる（10）。留学によって就職活動の時期が遅れることや、留学体験が必ずしも評価

されないことから、高い費用を払って留学しても、就職に不利になるのであれば意味がない

と考える学生も少なくない。とりわけアメリカの場合は、すでに高い大学の授業料が円安に

よってさらに高くなっている。こうした問題をいかに解決するかが問われている。

3 アメリカにおける日本語教育

アメリカの高等教育機関で外国語を履修する学生の数は、米国現代語学文学協会（略称

MLA）の統計によれば、2013年度は156万人で、学生全体に占める割合は8%である（11）。外国

語のなかでは依然としてスペイン語の履修者が圧倒的に多く、2013年度も全体の51%を占め

ている。そのあとにフランス語、アメリカ式手話、ドイツ語が続き、さらにイタリア語

（4.6%）、日本語（4.3%）、中国語（3.9%）が僅差で並んでいる。

しかし最近では、中国語の履修者が日本語の履修者を超えそうな勢いをみせている。高等

教育機関での中国語履修者数は2002年から2013年にかけて79%増加したのに対して、日本語

履修者の増加率は28%である。2009年から2013年の4年間では、外国語履修者の全体数が

6.7%減少し、日本語履修者も7.8%減少したが、中国語履修者の増加率は2.0%と鈍化したも

のの増加を続けた（12）。大学での日本語履修を下支えする初等・中等教育機関でも日本語学習
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者が減少傾向にある。層化無作為抽出によって選ばれた3670の初等・中等教育機関を対象に

した調査によれば、日本語を教える学校は1997年から2008年の間に、初等教育では全体の

3%から1%に、中等教育では7%から3%に減少している。逆に、中国語を教える学校は、初

等教育では0.3%から3%に、中等教育では1%から4%に増加している（13）。

中国語学習者の増大は、中国政府による精力的な中国語推進政策に支えられている。それ

を象徴するのは、中国文化や中国語を普及させるために世界各地に設置されている孔子学院

で、カリフォルニア州だけでもスタンフォード大学など5大学のキャンパスにある（14）。また

アメリカでは、アジア系移民の急増に伴い、中国語や韓国語の継承学習者（inherited learners）

の増加も顕著だ。

国際交流基金の2012年の調査では、アメリカにおける日本語教育が抱える問題として最も

多く指摘されているのが、学習者の減少（36.5%）、教材不足（25.4%）、他言語導入・日本語科

目廃止の検討（21.9%）である。教材不足は、日本語学習者の専攻の多様化やインターネット

を活用する授業形態の導入などによると思われる。こうした状況のなかでアメリカの日本語

教員は、教員間の連携を強化しながら、教材開発や、大学当局、州政府、連邦政府などへの

働きかけ、あるいは学校関係者や保護者、学生たちに日本語学習のメリットを発信する活動

を積極的に展開している（15）。

国際交流基金も、海外の日本語教育機関をつなぐネットづくり、日本語学習の体系化と標

準化、ネットベースの学習教材の提供など、日本語教育の改善に努めている（16）。しかし、国

際交流基金は、アメリカだけでなく、世界中の日本語教育を支援しなければならない。世界

の日本語学習者は、2012年には136の国と地域に広がり、400万人に届く勢いだ。しかも、そ

のうちの8割がアジアに集中している。国別では中国が26%を占め、アメリカは4%である。

高等教育機関に限れば、中国の履修者は全体の62%とさらに高く、台湾（10%）、アメリカ

（6%）の順で続いている（17）。

国際交流基金は創設以来、海外での日本語教育の推進に力を入れてきた。しかし、国際交

流基金の予算と規模は、他国の文化交流機関に比べてはるかに小さい。たとえば、2013年度

の国際交流基金の収入予算は、ドイツのゲーテ・インスティトゥートの収入予算（2011―12

年）の37%、イギリスのブリティッシュ・カウンシルの収入予算（2011―12年）の15%にす

ぎない。海外拠点もゲーテ・インスティトゥートは146ヵ所（2012年3月時点）、ブリティッシ

ュ・カウンシルは190ヵ所（2012年6月時点）にあるが、国際交流基金の拠点は現在、21ヵ国

に22ヵ所あるだけだ（18）。このうち、アメリカの拠点はニューヨークとロサンゼルスだけにあ

る。岐路に立たされているアメリカの日本語教育を支援するには心細いと言わざるをえない。

4 草の根交流

草の根交流のなかでも最大規模を誇るのは、1987年に始まったJETプログラムである。参

加者の大半は「外国語指導助手」で、「国際交流員」および「スポーツ国際交流員」ととも

に、配属された地域の外国語教育と国際交流に貢献している。初年度には、英語圏の4ヵ国

から848人が参加したが、その後、外国語にはドイツ語、フランス語、中国語、ロシア語も
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加わった。参加者は、2002年の6273人をピークに、2015年度には43ヵ国から4786人が参加

している。参加者の出身地がグローバル化するなかで、アメリカ（2695人）は56%を占め、2

位のカナダ（499人）を大きく引き離している（19）。

JETプログラムの同窓生には、帰国後、大学院で日本研究を専攻する人や、外交や日米関

係にかかわる仕事に就く人が少なくないことから、プログラムから多くの知日家あるいは親

日家が生まれる可能性に期待が寄せられている。しかし、プログラムは知日家を増加させる

ことになっても、親日家を生み出すとは限らない。プログラムの同窓生を調査した研究によ

れば、視野を広げる経験になったという感想は共通しているが、日本のよさと同時に欠点も

知ることになったと言う人が少なくない。日本関係の仕事に就いているが、日本は嫌いだと

言う人もいる（20）。またプログラムには、財政難の地方自治体にとって人的・経済的負担が大

きいという問題もある。

草の根交流の先駆けである姉妹都市は、協定の数が増加するとともに、参加する国や地域

が多様化した。2015年7月の時点では、姉妹都市は1679組、協定を結ぶ国と地域は65にな

る。1960年代には6割を占めていたアメリカの州や都市、町との協定は、いまでは442組で、

全体の26%にあたる（21）。2011年3月の東日本大震災では、100近いアメリカの姉妹都市から被

災地に多くの支援金が寄せられ、被災地との交流も活発になった（22）。

震災は多くの日米交流の企画を誕生させる契機にもなった。日本国際交流センターの報告

書によれば、2011年から2014年の間に、日米間の学生や若者たち、姉妹都市、市民社会、被

災地同士などの間で、少なくとも151のプログラムが実施され、その半数以上が新たに誕生

したものだった。また、3.11後の交流は、異文化体験を重視する従来の草の根交流とは異な

り、被災した人や地域の支援を主な目的とすることが多かった（23）。

大規模な企画としては、日本政府が期限つきで行なった「アジア大洋州地域及び北米地域

との青少年交流（キズナ強化プロジェクト）」がある。2013年末までに、41の国と地域から来

日した若者たちは交流や被災地視察、ボランティア活動などを行ない、他方、海外に派遣さ

れた日本の若者たちは、派遣先の人たちと被災地に関する情報や防災知識を共有した。日系

人を主体とする米日カウンシルが在日米国大使館と連携して始めた「TOMODACHIイニシア

チブ」は、震災後の復興支援から生まれたが、日米交流や次世代リーダーの育成など、被災

地に限定されない活動を続けている（24）。

しかし、震災を契機とする交流の多くは小規模で、小さな民間非営利団体（NPO）や個人

のグループによって支えられている。たとえば、「子どものエンパワメントいわて」は、英語

クラスの6人の生徒をアメリカに派遣した（25）。震災を機に広がった多くの草の根交流を一過

性に終わらせないためには、幅広い民間ならびに政府からの支援が必要とされている。

おわりに

戦後70年間に日本の文化交流は、日米二国間の交流から多国間の交流へと変化した。アメ

リカの文化交流はもともと多国間交流だったが、かつては関心の周辺にあった多くの新興国

も参画し、これまで以上にグローバル化している。
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多国間交流が主流となるなか、日米の文化交流にはどのよう意義があるのだろうか。アメ

リカは、多くの国のなかでも高等教育が充実しているし、多様な人種・民族の共生、女性の

進出、マイノリティーの権利擁護など、日本がこれから直面する課題にすでに取り組んでお

り、学ぶ点は多い。一方、世界で大きな力をもつアメリカの若者たちには、海外からアメリ

カを相対的にみる機会が重要であることに加えて、日本の伝統や生活スタイルにはアメリカ

にない魅力があるに違いない。日本とアメリカには共有する課題も少なくない。日米交流は、

数ある交流のひとつではあるが、戦前から多くの日米の人たちによって築かれたもので、そ

れをさらに豊かにする責務が私たちに課されていると思う。

そのためには、創意工夫とともに、さらなる財政支援が必要だ。しかし、強大な経済力と

膨大な人口をテコに交流を拡大する中国には、到底かないそうにない。とすれば、日本がめ

ざすところは、交流の量にもまして質を重視することであろう。将来を背負う若い人たちの

目線に立ち、かつ交流を担う人たちに寄り添った支援をすることが、交流の質を高めること

になるだろう。
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